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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現在、市立・私立幼稚園、保育園、こども園の各園児と小学校の児童の交流は、小学校を中心に行われ

ていることと思います。 
しかし今後はそれにあわせて、市立幼稚園で既に行われている先生同士の交流・研修を、本市教育委員

会が積極的に中心となって行い、学校教育・幼児教育のつながりを互いに深めていくことが、小１プロブ

レム解決のきっかけになるのではないでしょうか。 
市立幼稚園の園児・保護者は、ふだんより小学校の経験ある先生方の教育を受けることができたからこ

そ、小学校を身近に感じることができ、不安も軽減されていました。 
この市立幼稚園の取り組みを継続、発展させることにより、市立幼稚園以外の全ての園児はもちろん、

保護者もより安心して小学校へ進級できるのではないかと考えています。 
本市に生まれ育つ子の未来、本市の未来のため、地元に貢献していく人材を育成するためにも、本市や

教育委員会が、責任を持って幼児教育を行うため、幼児教育に責任の持てるモデルケース、つまり市立幼

稚園の機能を幼児教育のモデルとして、本市全幼稚園・保育園と全小学校とを結ぶパイプ役も含めた役割

を担う施設を持つべきではないでしょうか。 
ほかのある政令指定都市では、幼児教育のモデルとして責任持って取り組むため、市立幼稚園の重要性

を考え今後も運営していくところもあります。 
今後、諸外国のように５歳児の幼児教育義務教育化の方向性が決定された際、本市や教育委員会が幼児

教育に直接かかわり、幼児教育の提供義務を重要視している姿勢が、子育て、教育に熱心であるという市

内外の評価、ひいては市政の活性化にも長期的に見てもつながるのではないでしょうか。 
よって、以下の事項を請願します。 
 
１．幼児教育の基本的教育実践モデルケースを示せるように、本市が責任を持って直接担い、研究する

ためにも幼児教育を本市が手放さないこと。 
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